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防災に関する市町村支援方策に関する
有識者懇談会を開催

〜早期の災害復旧に向けた市町村への支援方策について検討します〜

平成28年 ７ 月21日　国土交通省水管理・国土保全局

　平成26年の広島土砂災害や平成27年の関東 ･東北
豪雨、また本年 4月の熊本地震等、各地で大きな被
害をもたらす災害が頻発しています。
　被災地域の 1日も早い復旧に向け、迅速な災害復
旧事業等の災害対応が重要ですが、各市町村では技
術者や災害経験が不足等による、公共土木施設の被
災状況把握から災害復旧事業の実施において時間を
要するなどの課題が生じている事例も見受けられま
す。
　市町村が抱える課題の軽減を図るため、市町村に

対する支援方策のあり方について検討することを目
的として、水管理・国土保全局に「防災に関する市
町村支援方策に関する有識者懇談会」を設置し、第
1回懇談会を平成28年 7月21日（木）に開催しました。
　懇談会では、これらの課題の背景・要因を分析す
るとともに、直ちに取り組む事項と中長期的に取り
組むべき事項について検討していただく予定です。
・資料− １　委員名簿
・資料− ２　開催趣旨

　近年、大きな被害をもたらす災害が各地で頻発している状況を踏まえ、市町村が災害発生から
復旧まで迅速かつ的確に災害対応を行うことができるよう、市町村に対する支援方策のあり方に
ついて検討することを目的として、「防災に関する市町村支援方策に関する有識者懇談会」を設
置しました。
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【今後の進め方（案）】
○第 1回懇談会　 7月21日（木）
　・検討の目的と今後の進め方について
　・災害時の市町村対応の現状と課題
　・意見交換
○第 2回懇談会　 9月中旬
　・意見を踏まえたとりまとめ骨子
　・近年、大規模な被災経験を有する市町村の実情
と課題について（説明）

　・意見交換

○第 3回懇談会　11月
　・今後の防災に関する市町村支援のあり方（中間
とりまとめ（案））

　※第 3回懇談会終了後、自治体から広く意見を聴
取

○第 4回懇談会　12月
　・今後の防災に関する市町村支援のあり方（中間
とりまとめ（案））

　以降、必要に応じて継続的に実施
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※災害復旧技術専門家の現地活動状況について紹介
されました。

（参考情報）
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平成28年熊本地震関係　復旧・復興状況

阿蘇大橋地区の当面の進め方
〜「阿蘇大橋地区復旧技術検討会（第 2回）」の結果について〜

平成28年 7 月20日　九州地方整備局ホームページより

■平成２８年 ７ 月１２日に開催しました「阿蘇大橋地区
復旧技術検討会（第 2回）」において、専門家の
助言を踏まえ、以下の進め方が確認されました。
・斜面下部での有人施工着手のための環境を整備
することを当面の目標とする。
・有人施工着手のための対策を実施。（不安定土砂
の排除）

・排土工事着手後に「第 ３回阿蘇大橋地区復旧技
術検討会」を開催。

　当面の目標である“復旧工事の有人施工着手”の
時期の「目処」を示す。
■この結果を踏まえ、九州地方整備局としての「阿
蘇大橋地区の当面の進め方」として取りまとめま
した。

10



平 成 28 年  8  月  1  日 防 災 （7）第 806 号



（8） 第 806 号 防 災 平 成 28 年  8  月  1  日



平 成 28 年  8  月  1  日 防 災 （9）第 806 号

防災課だより 人 事 異 動
〔水管理・国土保全局関係人事発令〕
△平成28年 7 月 1 日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

北村　知久 総務課長（併）大臣官房広報戦略室広報戦略官（併）総合政策
局情報政策本部サイバーセキュリティ・情報化推進官

土地・建設産業局建設業課長（併）土地建設産業局建設業法令
遵守推進室副室長

藤田　直之 大臣官房総務課総務調整官 総務課河川企画調整官

長嶺　行信 総務省総合通信基盤局電波部基幹・衛星移動通信課基幹通信室
長

砂防部砂防計画課砂防管理室長

稲村　行彦 水政課水利調整室長 辞職（独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構総務部総
務課長）

吉澤　正宏 下水道部流域管理官付流域下水道計画調整官 辞職（日本下水道事業団事業統括部計画課長）

田中　正運 砂防部砂防計画課砂防管理室長 辞職（株式会社東日本大震災事業者再生支援機構東京本部総務
部管理室長）

草野　愼一 砂防部砂防計画課砂防計画調整官 中部地方整備局多治見砂防国道事務所長

本位田　拓 大臣官房付（併）水政課 水政課水利調整室長

神林　　浩 総務課河川企画調整官 治水課企画専門官

天野　邦彦 国土技術政策総合研究所河川研究部長 大臣官房付（復職（（一財）水源地環境センター研究第三部長））

村瀬　勝彦 派遣（アメリカ合衆国） 大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所水災害・リス
クマネジメント国際センター水災害研究グループ上席研究員））

児玉　好史 大臣官房付 辞職（広島県土木建築局長）

上田隆一朗 内閣府再就職等監視委員会事務局参事官補佐 総務課付

菊田　友弥 国土技術政策総合研究所社会資本マネジメント研究センター社
会資本マネジメント研究室主任研究官

河川計画課河川情報企画室課長補佐

橋爪　　翔 近畿地方整備局福知山河川国道事務所調査第一課長 河川環境課企画係長

橘　有加里 総合政策局国際政策課国際交渉官（併）国際統括室 下水道部下水道企画課長補佐

倉橋　武雄 都市局街路交通施設課総務係長 下水道部下水道企画課管理企画指導室経営係長

椎葉　秀作 中部地方整備局天竜川上流河川事務所長 砂防部砂防計画課企画専門官

石井　貴範 東北地方整備局仙台河川国道事務所河川管理課長 砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係長

岡田　智幸 河川計画課国際河川技術調整官 大臣官房付（復職（公財）リバーフロント研究所首席研究員）

大場　芳成 河川計画課長補佐 国土交通大学校総務部総務課長

奥野　真章 河川計画課河川計画調整室課長補佐 近畿地方整備局河川部河川計画課長

酒匂　一樹 河川環境課企画係長 近畿地方整備局兵庫国道事務所計画課

植垣浩太朗 下水道部下水道企画課長補佐 大臣官房人事課付

小出　洋平 下水道部下水道事業課予算係長 都市局まちづくり推進課都市整備管理係長

渡邊　国広 砂防部保全課海岸室課長補佐 国土技術政策総合研究所企画部企画課建設専門官

山中　　匠 砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係長 東北地方整備局河川部河川計画課調査第一係長

庵谷　和花 国土地理院総務部人事課（併）総務課総務係＜部外併任＞ 総務課総務係

西牧　和宏 関東地方整備局総務部人事課（併）総務課予算第一係＜部外併
任＞

総務課予算第一係

舘　健一郎 大臣官房付 河川計画課国際河川技術調整官

須藤　　剛 治水課企画専門官 河川計画課長補佐

秋葉　雅章 河川計画課河川情報企画室課長補佐 河川計画課河川計画調整室課長補佐

一井　利光 東北地方整備局企画部企画課企画第一係主任（併）河川計画課
＜部外併任＞

東北地方整備局企画部企画課（併）河川計画課＜部外併任＞

磯邊　則親 東北地方整備局企画部企画課企画第一係主任（併）河川計画課
＜部外併任＞

東北地方整備局企画部企画課（併）河川計画課＜部外併任＞

矢野　弘子 治水課予算第一係＜併任解除＞ 関東地方整備局総務部人事課（併）治水課予算第一係
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小野　　翼 防災課災害対策室地震防災係主任 防災課災害対策室地震防災係

伊藤　　樹 下水道部下水道企画課管理企画指導室経営係長 下水道部下水道事業課予算係長

吉野　　睦 砂防部砂防計画課企画専門官 大臣官房付

早川　　潤 河川計画課付 砂防部保全課海岸室課長補佐

松田征之助 砂防部保全課砂防事業調整係主任 砂防部保全課砂防事業調整係
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協会だより

記事の訂正（防災　28年 7 月 1 日　第805号（ 8））
　表記、「防災」の「水防月間をかえりみて」の本文の一部が抜け落ちて（赤字部分）いました。
　お詫びして、本文を再掲載します。

　本格的な出水期前の ５月（北海道は ６月）に実施
している水防月間が終了しました。
　この月間は、水害の未然防止又は軽減に資するこ
とを目的として、国民全般に水防に関する基本的な
考え方の普及を図り、水防の意義及び重要性につい
て理解を深めていただくため、昭和６２年度から毎年
実施しているものです。
　今年も国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理
団体（市町村等）の主催により、関係行政機関等の
後援、全国水防管理団体連合会、公益社団法人全国
防災協会ほか関係団体の協賛を得て、「洪水から守
ろうみんなの地域」をテーマに、水防に関する広報
活動や総合水防演習の実施、水防技術講習会や水防
連絡会の開催、重要水防箇所の水防管理団体との合
同巡視、河川管理施設の点検などの取組を全国各地
で実施しました。
　広報活動としては、ポスターやリーフレット、パ
ネル展示等を通じて「水防」の啓発を行うとともに、
政府広報の新聞突出し広告により、「命を守ろう。」
をキャッチコピーに国民一人一人に「水害への事前
の備え」の重要性を呼びかけました。
　また、水防月間の主要行事である総合水防演習を、
利根川など全国 ８箇所（九州は平成28年熊本地震の
災害対応を優先的に実施するため中止）において地
元自治体と共催のもと実施しました。多数の住民の
方々、関係団体等にご協力頂き、一般見学者を含め
て ２万 ５千人以上が来場されるなど、水防の意義・

重要性を多くの方にお伝えすることができました。
　国土交通省では、関東・東北豪雨の教訓を踏まえ、
昨年12月に新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」
を策定し、住民が主体的に行動し、社会全体で常に
水害に備える「水防災意識社会」の再構築を図るこ
ととしました。
　今年の総合水防演習は、地域の方々や多くの関係
機関の参画のもと、早期避難に結びつく情報伝達訓
練のほか、洪水による堤防決壊や土砂災害等による
大規模災害の発生を想定し、関係機関との連携や防
災ヘリ・災害対策用機械等の出動、応急復旧や人命
救助等までを演習メニューとするなど、国土交通省
と関係機関が一体となって総力を挙げた訓練を実施
しました。また、地下街や要配慮者利用施設等にお
ける事業者の自衛水防訓練のほか、タイムラインに
沿った実践的な訓練を実施するなど、充実した訓練
内容となりました。
　国土交通省といたしましては、安全で安心できる
地域社会を実現するため、河川改修等の整備を積極
的に推進していますが、洪水等が発生した際の被害
の防止・軽減には浸水防止や避難確保といった水防
活動が極めて重要です。今後とも、より効果的な水
防活動が実施されるよう関係機関の連携を強化する
とともに、地域の住民や企業などの水防への参画を
推進し、洪水時等における「地域の水防力」の向上
を図って参ります。



（12） 第 806 号 防 災 平 成 28 年  8  月  1  日

新刊ご案内（平成28年災害手帳と同時改定）

A5 版 161 頁　頒価 2,600 円

会員等※の方は 5％引き、会員等※の送料は協会負担

【概　要】

・毎年、全国の公共土木施設の災害復旧事業は、毎年2万件余（H16～25平均）、3,519億円余が採択され

ています。また、過去10ヶ年では全国1,716自治体の内約8割に当たる1,334自治体で被害が発生し、

災害復旧事業の申請・査定・採択され工事が実施されています。

・災害が発生し、国庫負担申請をするにあたり、申請者の視点で作成された「災害手帳」と査定官（検査

官）の視点で作成された「災害査定の手引き」の両方の視点を踏まえることが重要になります。

・本書は、平成28年災害手帳の改正点も反映することで、査定官（検査官）の査定業務だけではなく、

査定の前提となる採択用件や査定設計書の作成及び応急工事を含めた災害復旧事例を網羅していま

す。査定する側だけではなく、申請者にも心強い味方になると確信しています。

平成28年7月

災害査定の手引き
【目　　　次】

1．災害発生から工事完結まで

1-1　災害復旧事業関係法令

1-2　災害発生から工事完結まで

2．災害復旧事業の採択要件及び範囲

2-1　採択要件の基本

2-2　災害復旧事業の対象（公共土木施設）

2-3　災害発生の要件（異常天然現象の基準）

2-4　適用除外（法第6条）

2-5　災害復旧事業の範囲

2-6　応急工事

3．査定設計書の作成

3-1　積み上げによる積算

3-2　総合単価による積算

3-3　査定設計書の添付写真

4．査定業務

4-1　査定業務の流れ

4-2　実施査定

4-3　机上査定

4-4　決定金額等

4-5　再調査

4-6　査定現場における技術的留意事項

4-7　河川環境の保全に配慮した復旧工法

5．橋梁災害等

5-1　橋梁災の採択

5-2　砂防区域内の準用・普通河川の災害採択

6．改良復旧事業

6-1　改良復旧事業の枠組

6-2　一定災と災害関連事業

7．災害復旧事例

8．財務省立会制度

8-1　立会制度について

8-2　財務検査要領

9．災害査定の心かまえ

9-1　査定時における検査官の心得

9-2　現場申請主義

9-3　査定官回し

9-4　随行員の役割

－参考資料－

【図書購入申込については、裏面をご利用下さい。】
◎（公社）全国防災協会の会員等（正会員（個人・団体）、賛助会員、国、都道府県及び市町村）の方は必要書項を
　もれなくご記入の上、FAXにてお申し込み下さい。
◎会員等以外の方は東京官書普及㈱シビルBooks（送料あり）にお申込み下さい。

申込及びお問い合せ先　：　公益社団法人　全国防災協会
〒103-0001　東京都中央区日本橋小伝馬町２－８　新小伝馬町ビル６F

http://www.zenkokubousai.or.jp FAX　03（6661）9733
TEL　03（6661）9730（代）

図書案内及び購入申込詳細については協会ホームページをご覧下さい* * * * * * * * * * * * * * * * * * * *

災害査定の手引き(H28.7)

※「会員等」とは正会員（団体・個人）、賛助会員、国、都道府県及び市町村の方です。

好評発売中
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概 要 

 「災害復旧工事の設計要領」（通称：赤本）は、昭和３２年に初版を発行して以来、平成２８年版で６０版を数え、災

害査定設計書作成時に幅広く活用されてきています。 

 災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わるものの使命であり、このために、災害申請資料

の重要書類である災害査定設計書を迅速かつ的確に作成する必要があります。 

 災害査定用歩掛は、災害査定設計書作成にるための歩掛かりですが、実施設計書との乖離が生じないよう、平

成５年７月より土木工事標準歩掛に準拠しており、施工形態の変化や歩掛の合理化・簡素化などの変化に合わせ、

平成２８年度も改正しています。 

 平成２８年版災害復旧工事の設計要領の主な改正内容は以下の通りです。 

                                                             平成 28 年８月 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・・・・・・図書案内及び購入申込詳細については、協会ホームページをご覧ください・・・・ 

新刊ご案内 

 

「平成２８年版災害復旧工事の設計要領」の主な改正内容は以下の通り。 

１．歩掛について（10 工種） 

 ①新規制定（5工種） 

  土砂運搬工（不整地運搬車による運搬）、安定処理工（自走式土質改良工）、カゴマット工（多段積型）、ブロック

マット工、油圧圧入引抜工（180＜Nmax≦600）【適用範囲の拡大】 

 ②日当り施工量、労務、資機材等の改定を行った工種（5工種） 

  原動機燃料消費量、重機建設分解・組立、中堀工、切土及び発破防護柵工、防護柵設置工（ｶﾞｰﾄﾞケーブル設置工） 

２．原動機燃料消費量に伴う改定（23 工種） 

  補強土壁工（帯綱補強土壁）、補強土壁工（アンカー補強土壁）、旧橋撤去工、骨材再生工（自走式）、パイルハン

マ工、場所打杭工（オールケーシング工・全回転式オールケーシング工）、場所打杭工（リバースサーキュレーショ

ン工）、場所打杭工（アースオーガ工・硬質地場用アースオーガ工）、場所打杭工（大口径ボーリングマシン工）、場

所打杭工（ダウンザホールハンマ工）、鋼矢板（H形綱）（バイブロハンマ工）、矢板工（クレーン引抜工）、締切排水

工、大型土のう工、仮橋・仮桟橋工、消波工、多自然型護岸工（木杭打工）、集水井工（ライナープレート土留め工

法）、山地すべり防止工（山腹水路工）、地すべり防止工（カゴ工）【ふとんかご、じゃかご】、RCCP 工 

３．記載事項の見直し 

  建設機械損料算定表改定に伴う名称変更等、記載事項の見直し 

４．施工パッケージ型積算への移行（6 工種） 

  平成 27 年 10 月に施工パッケージ型積算基準を拡充したことにより、災害査定設計書に係わり施工パッケージ型

積算基準に 6工種が移行 

  プレキャストコンクリート板設置工、石積（張）工、場所打擁壁工（２）、ジオテキスタイル工、発泡スチロール

を用いた超軽量盛土工、捨石工 

主な改正内容（概要） 

新刊ご案内 ８月下旬発売予定 

B5 版 １，２００頁余 上製本 頒価 検討中 

会員等※の方は５％引き、会員等※の送料は協会負担 
※「会員等」とは、正会員（団体・個人）、賛助会員、国、都道府県及び市町村の方です。 

申込みお問い合せ先 ： 公益社団法人全国防災協会 
〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町２－８ 新小伝馬町ビル６Ｆ  TEL 03(6661)9730 

  http://www.zenkokubousai.or.jp                         FAX 03(6661)9733 
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